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はじめに 

 2015年 11月 4日、日本郵政株式会社・ゆうちょ銀行株式会社・かんぽ生命保険株式会

社の 3社は東証 1部に上場した。「財政投融資の健全化」と「郵政事業の経営効率化」を論

拠とした議論が収束点を迎え、わが国における郵政民営化が実現した 2005年（郵政民営化

法の成立）から約 10年目にして、郵便行政は上場という大きな節目を迎えたのである。巨

大な公的組織だった郵政公社は、いまや日本で 3 番目の従業員数を持つ巨大グループ企業

へと変貌を遂げ、「物流」と「金融」という基幹的領域で大きな影響力を発揮している。わ

が国における郵便行政は、今まさに次なる位相へと進もうとしているのだ。 

一方、民営化後の郵政事業全般を包摂する「巨鯨」たる、日本郵政グループの株価推移を

見てみると上場後長らく停滞している。また日本郵政グループの決算資料を見て子会社の

収支状況を把握すると、収益性が最も悪くかつ公的役務が最も大きい特殊な企業の存在に

気づく。その事業体こそ本稿の主体であり、我々が問題意識の中心に見据えた「日本郵便株

式会社」である。 

近年、様々な統計から明らかなように、物流産業特に郵便事業は大きな転換期を迎えてい

る。より端的に言えば、「国際物流の発展」・「SCM における技術革新」・「ロジスティクスサ

ービスの多様化と他分野への応用」・「小売部門からの参入」・「通信システムの拡大」といっ

た外部環境の変化により、物流に関わる各事業体にとっての課題と脅威が顕在化している。     

変わりゆく現況において、日本郵便株式会社が公的側面を持つ郵便サービスを安定的に維

持・提供し続けるにはどうすればいいのだろうか？また、日本郵便株式会社が政府による出

資を受けずに一企業としての独立性を保持しつつ利潤を最大化するにはどうすれば良いの

だろうか？このような視点と関心から、本稿では、日本郵便株式会社の“今”を分析し、問

題点を明確化すると共に、その解決のための政策提言に取り組みたいと思う。 

 

第 1 章 郵便行政とその周縁 
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第 1 節 定義と基本概念 

この節では、本稿における重要語を定義すると共に、郵便行政における基本概念を整理す

る。 

1.1.1 物流と郵便 

物流とは、生産（調達）と消費（回収）の間にある時間と空間の隔たりを克服する経済活

動である。一般的には「保管」「荷役」「流通加工」」「包装」「輸配送」及びそれらに関連す

る「情報の諸機能」を総合的に管理する活動のことを指す。下の図 1はこれを表している。

本来的に、物は時間的・空間的移転の働き（＝広義のサービス）において価値を増すもので

あり、物流はこの意味において付加価値を生産する性質を持つ。また、経済活動としての物

流をサービスとして提供し、事業活動を行う企業を物流企業と呼ぶ。さらに、それら企業の

集合体は物流産業として把捉できる。 

続いて郵便とは、郵便物（＝信書便法によって定められた一般信書便と、郵便法によっ

て定められた物品）を国内外に送達する通信制度及びその活動。物流において、移動され

る物資が郵便物である場合、これを特に郵便と呼ぶ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１：物流における「物」・「情報」の流れとプロセス 

 

1.1.2 公共サービスとしての郵便 

郵便事業の定義をする。郵便事業は郵便法に基づく郵便サービスを展開する公益事業の

ことを言う。具体的には、信書（手紙やはがき）とその他郵便物（荷物）の収集・配達業

務を取り行うことである。現在、「郵便法」第 2条の規定により、信書の取扱に関する業

務については、後述する日本郵便株式会社のみが行っている。ここで注意しておきたいの

は、信書の取扱は他の民間業者にも法律上可能ではあるが、その実行にはポストの設置な

ど設備投資や維持に大きな出費が必要になるために、その出費を嫌った日本郵便を除く民
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間業者が信書を取り扱っていないだけである、ということである。 

これまでの内容をまとめると下の図 2のようになる。信書を実質的に扱えるのは日本郵

便だけであることに注意したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 2：広義の荷物輸送における各名称の分類 

 

1.1.3ユニバーサルサービスとしての郵便 

なぜ「郵便」だけが、物流領域の中でも特殊な法的区分を与えられているのだろうか。 

その答えは、郵政 3事業（郵便事業・郵便貯金・簡易保険）及び郵便局ネットワークが、

「ユニバーサルサービス」としての側面を持つことに起因している。 

ユニバーサルサービスの定義には３つのポイントがある。それは、「国民生活に不可欠

なサービス」であって「誰もが利用可能な料金など適切な条件」で、「あまねく日本全国

において公平かつ安定的な提供の確保が図られるべき」サービスのことである。電気・通

信・都市ガス・水道・鉄道・郵便などのネットワーク産業に多く当てはまる特徴である。

市場に競争がない段階では、独占事業者がその提供義務を負う。とりわけ郵便におけるユ

ニバーサルサービスは、郵便法によって「信書等の取扱全般」と「郵便局ネットワークの

確保」として規定されている。また同法によって郵便局および郵便ポストの設置水準、料

金設定、該当する業務区分について具体的な水準が設けられている。そのため費用の地域

格差がある場合でも、均一料金の維持が求められるため、不採算部門の赤字を黒字部門で

補填するような収支方針が重要となる。つまり日本郵便は、離島など住民が少なく物流の

流れが少ない地域であっても、都心部と同じような物流サービスをその地域の住民に提供

しなければならない。当然人口の少ない地域に郵便局を設置し配達業務を毎日行うことは

日本郵便にとっては赤字を生み出すことだが、ユニバーサルサービスの規定があるため郵

便局を撤去し配達業務を怠ることをしてはいけないということである。 
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第 2 節 郵政民営化 

この節では、わが国における郵政事業及び郵便事業を語る際に、避けては通れない「郵政

民営化」について、その概要をまとめる。 

 

1.2.1郵政民営化の背景 

 公益事業体の民営化を問題とした議論は 1981 年の第二次臨時行政調査で始まる。80 年

代、国鉄が JRへ（1980年）・電電公社が NTTへ（1985年）と民営化されていく中で、財政

投融資による既得権が大きかった郵便公社は、旧郵政省の反発キャンペーンなどもあり、経

営形態の変更にとどまった。しかし、90 年代以降も、郵便公社の組織としての低い効率性

や、海外の先行事例などを指摘し、「財政投融資の既得権益化と銀行・生命保険業における

民業圧迫非難」を主要な論点とした議論が進められる。ついに、2005 年小泉内閣下での総

選挙によって「郵政民営化法案」の可決が決まり、わが国においても郵政民営化が実現した。 

次に郵政民営化の背景について述べる。郵便事業及び郵便貯金事業・簡易保険事業からな

る近代的な郵政事業群は、明治以来、日本の経済・社会の発展を支える制度的なインフラと

して重要な役割を果たしてきた。すなわち、経済が発展していく段階においては、民間部門

の信用度が低いことから、国家信用を根底におく官業によって民間金融機関の信用度を補

完する政策が、経済成長のインフラとして機能してきたのである。しかし現在の状況をみる

と、金融市場の発達に伴い、民間金融機関の提供する金融サービスは十分広く普及している

し、また通信・輸送技術の急速な発展により、民間宅配事業者が郵便事業を代替するような

サービスを提供することも可能になった。このような現状を踏まえれば、官業として郵政事

業を特別視する必要性は低減したと言える。 

 一方で、当時の小泉内閣は、わが国の経済社会における長期的な生産性停滞への懸念から、

構造改革を進めると共に、郵政民営化を「小さくて効率的な政府」の実現急務として見据え

ていた。郵政民営化は、巨大な官業組織を縮小し、約 26万人（当時）の公社常勤職員を非

公務員とすることによって、民間領域が拡大することを狙った施策であり、正に「小さくて

効率的な政府」の実現に資するものとして認知されていた。 

 

1.2.2郵政民営化の意義 

 民営化の公益的意義としては、「郵政民営化後の新会社には、民間企業としての納税義務

が発生するため、公社時代に支払が不要とされてきた税金が支払われ、国や地方自治体の財

政再建に貢献できる」、「公社が郵貯・簡保を通じて預かっている 340兆円（当時）という膨

大な資金の運用先は、その信用を政府が担保していること等から原則として国や特殊法人

等に限定されていたが、郵政民営化によって運用先の選択における制約が撤廃されること
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で、企業や個人などの民間部門へと資金が流れ、財政投融資の健全化と経済活性化が図られ

る」といった論点が挙げられる。 

郵政民営化の経済的意義はどうだろうか。外部環境の変化に伴い、郵便行政の役割や価

値は相対的に変化していた一方で、民営化成立時点での郵政公社は変化する消費動向への

対応に遅れ、経営状況を悪化させていた。その原因としては、「公社形態をとる事業体

は、その業務範囲を根拠法に限定されるため、新しいサービスの提供において法案通過と

いう時間的制約が発生すること」、「公務員中心の組織体制およびそのガバナンス構造は、

経営資源の効率的な運用を阻害すること」などが挙げられており、これら２つの指摘は、

「『公社』という事業形態を変えることにより、郵便行政の経営改善を図る」という主張

の論拠となった。 

以上のように、郵政組織単体で見ても「組織の経営効率化・生産性向上」という観点か

ら民営化を推進させる動きが活発化していた。民営化による経営改善の具体的な論拠は下

記の表 1のようになる。 

 

表 1：郵政事業の経営効率化を目的とした民営化推進の論拠 

 

 

第 3 節 日本郵政グループ 

この節では、民営化を経た郵便行政の現状を認識すると共に、分化後の各事業体につい

ての俯瞰的な整理を行う。 

※郵政事業の経営効率化を目的とした民営化推進の論拠 

⑴郵政 3事業の厳しい現状 

 ‣郵便…………E メールの普及などを背景に郵便物数が毎年 2～3％減少。 

 ‣郵便貯金……金融商品の多様化を背景に残高減少。 

           （公益性の高い金融商品のみが提供可能/安全性重視の資産運用の限界）  

 ‣簡易保険……少子高齢化などを背景に契約数の減少が顕著。 

⑵公社形態での経営改善の限界 

 ‣公益性の目的による制約 

       ……公社法の規定により、基本的な業務内容とその実施範囲は、 

「郵便・郵貯・簡保」に限定されている。 

 ‣国の強い関与による制約 

       ……公社の取り扱う商品サービスは、具体的に法律で限定されている。 

新規業務及び新商品サービスの追加には法改正が必要であり、機動的な

対応は困難である。 
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1.3.1日本郵政グループの誕生とその組織構成 

郵便行政の４つの機能「郵便」「郵便局＆窓口ネットワーク」「貯金」「保険」は、日本郵

便株式会社・ゆうちょ銀行株式会社・かんぽ生命保険株式会社の３つの事業体へ分化して承

継され、その上に持株会社である日本郵政株式会社を設置する。民営化に伴い、郵便組織の

構成は下図 3のような変遷を遂げた。 

民営化前は郵便事業や郵便貯金などの業務を日本郵政公社が一手に引き受け、政府から

の全額出資を受けていた。民営化後の 2016年には日本郵政公社が行っていた業務が別々の

事業体に引き受けられ、それらは日本郵便株式会社のもとでグループ化された。また日本郵

政グループのほかに独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構が設立された。これは民

営化以前に預入等が行われた定期性の郵便貯金、簡易生命保険（旧契約）などの政府保証付

の債務について、民主化後も政府保証が維持されるように適正管理を行う公的主体である。 

 

 

 

図 3：郵便組織の変遷（旧郵便公社と日本郵政グループ） 

（出典：「郵政民営化ハンドブック」、郵政民営化研究会、ぎょうせい、2006 年） 

 

1.3.2日本郵政グループの各事業体と経営状況 

 日本郵政グループは日本郵政株式会社、日本郵便株式会社、株式会社ゆうちょ銀行、株式

会社かんぽ生命保険の４つから構成されている。それぞれについて説明していく。 

 日本郵政株式会社は日本郵便、ゆうちょ銀行、かんぽ生命保険の持株会社であり、3社の

経営管理と業務の支援を行っている。政府が 1/3 超の割合を維持する範囲で株式を保有す

ることが決められていて、特殊会社に分類されている。他方 3 子会社の株式を保有してお

り、日本郵便は全株保有しているが、ゆうちょ銀行とかんぽ生命については段階的に保有株

式を売却し、最終的にすべて売却する予定である。郵政民営化前の日本郵政公社からかんぽ
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の宿といった郵便貯金周知宣伝施設・簡易保険加入者福祉施設を継承している。 

 日本郵便株式会社は郵便窓口業務と郵便事業を継承している。特殊会社に分類され日本

郵政が全株を保有し続ける。郵便局の窓口においてゆうちょ銀行とかんぽ生命の取引も代

行している。 

 株式会社ゆうちょ銀行は旧公社から郵便貯金に見合う運用資産すべてを承継し、銀行業

を行っている。安定的な代理店契約を日本郵便と結んでいるが、将来的に日本郵政が保有す

る株がすべて売却される予定で、グループからの実質的な離脱・独立が進められている。 

 株式会社かんぽ生命保険は生命保険業を行っていて、安定的な保険募集人契約を日本郵

便と結んでいる。しかし、ゆうちょ銀行と同じように将来日本郵政が保有する株がすべて売

却され、グループからの独立の準備が進められている。 

 以上をまとめたものが下の表 2になる。 

 

表 2：日本郵政グループ各社の概要 

 

日本郵政グループの 2016 年 3 月期決算における収益状況及びその事業体ごとの内訳

は次の図 4のようになる。売上高割合を踏まえた上で、経常利益の割合を見ると、金融

2 社（ゆうちょ銀行・かんぽ生命）でグループ全体の 93%を稼いでおり、「郵便」「郵便

局＆窓口ネットワーク」を担う日本郵便の低い収益性が伺える。 

 

‣日本郵政株式会社 

 ・郵便貯金周知宣伝施設・簡易保険加入者福祉施設を承継する。 

 ・政府の保有する株式は、1/3超の割合を維持する範囲で段階的に売却される予定。 

・3子会社の株式を保有。金融子会社（ゆうちょ銀行＆かんぽ生命）については、 

段階的に保有株式を売却し、最終的にすべて売却する予定。 

‣日本郵便株式会社「郵便」「郵便局＆窓口ネットワーク」 

  ・郵便窓口業務と郵便事業を承継する。 

  ・日本郵政が全株式を保有し続ける。 

‣株式会社ゆうちょ銀行「貯金」 

  ・銀行業を開始する。（旧公社から郵便貯金に見合う運用資産すべてを承継） 

・安定的な代理店契約を日本郵便と締結する。 

・最終的に、日本郵政の保有する全株式が売却される予定。 

‣株式会社かんぽ生命保険「保険」 

・生命保険業を開始する。 

 ・安定的な保険募集人契約を日本郵便と締結する。 

・最終的に、日本郵政の保有する全株式が売却される予定。 
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図 4：日本郵政グループの収益状況と事業体別の割合（2016年 3月期） 

（出典：2016年度日本郵政株式会社決算資料） 

 

第 2 章 日本郵便 

第 1 節 特殊会社としての日本郵便とその企業ミッション 

2.1.1日本郵便の特殊性 

日本郵政株式会社の持ち株会社である 3 つの事業会社のうち、「株式会社ゆうちょ銀行」

「株式会社かんぽ生命保険」のいわゆる金融 2社については、それぞれ「銀行法」「保険業

法」に基づく一般会社として設立されている。これに対し、「日本郵便株式会社」は「日本

郵便株式会社法」に基づく特殊会社として設立されており、かつ日本郵政株式会社による永

続的な全株式保有が法的に定められているため広義の「株式会社」とは言え、企業として目

指すべき「方向性」や「ミッション」は一般の民間企業と大きく異なり、政府が一定の政策

目的を実現させることが目的となっている。 

下の表 3 は法人形態の法的種別の分類を表にしたものである。特殊会社に分類される日

本郵便は、日本郵政に全株を保有されているので、日本郵政を通じて政府からの出資を受け

ることができる。 

表 3：法人形態の法的種別 

 

 

 

 

 

 

 



11 

 

2.1.2日本郵便の企業ミッション 

株式上場後のゆうちょ銀行とかんぽ生命保険は、原則的に国による政策的関与を受ける

ことなく、「株主利益の最大化」を図ることを第一目標に、民間企業として自由に事業内容

や業務範囲を設定・変更することが可能である。他方、日本郵政株式会社によって、全株式

を永続的に保有されることが法的に課せられている日本郵便株式会社は、特殊会社であり

政府による政策的関与の余地を残した「広義の公企業」である。従って、特殊会社である日

本郵便株式会社の事業目的や業務範囲は、その設立根拠法である日本郵便株式会社法に依

存していると言えよう。以上を踏まえると、日本郵便株式会社の設立目的、企業としてのミ

ッションは、日本郵便株式会社法第 1条による規定、すなわち「郵便の業務、銀行窓口業務

及び保険窓口業務並びに郵便局を活用して行う地域住民の利便の増進に資する業務を営む

こと」であると言及できる。言い変えれば、日本郵便株式会社の企業ミッションはユニバー

サルサービスの質の維持・確保を果たしつつ、“地域住民の利便増進”を目的とした事業範

囲内での利潤最大化することだと言える。 

 

第 2 節 主要事業と経営状況 

2.2.1事業概要 

日本郵便は現在、下表 4の３つの事業を展開している。 

 

表 4:日本郵便の事業と業務 

（出典：日本郵便株式会社の業務概要） 
 

事業 業務内容 収益源 

①郵便物流事業 

郵便事業と国内市場における物流事業が

含まれる。荷物と郵便物の収集・宅配業

務。 

郵便手数料及び 

配達手数料。 

②国際物流事業 

国境を越えて行われる物流（貿易を含

む）事業。オーストラリアの物流会社

TOLL を買収したことで、2016 年 3月期か

ら誕生。 

TOLL 社の営業活

動による利益。 

③金融窓口事業 

郵便局の窓口で、ゆうちょ銀行とかんぽ

生命保険が提供金融サービスの取引を代

行する業務。 

金融取引の代行

手数料。 
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郵便物流事業は物資や郵便物を供給者から需要者へ移動する事業のことである。現在日

本郵便だけが取り扱っている手紙やはがきなどの信書の配達や、大きな荷物を運ぶサービ

ス「ゆうパック」、軽量な印刷物を運ぶ「ゆうメール」などを行っている。国際物流事業は

表のとおり TOLL を買収したことによって誕生した事業で、2015 年度以前は国際物流事業

による売り上げはゼロとなっている。 

2016年 3月期における、これら三つの事業の収益は下の表 5のようになっている。 

 

表 5：日本郵便の営業活動における事業別収益動向 

（出典：2016年度日本郵政株式会社決算資料） 

 

国際物流事業における営業利益率は約 3.17％で金融窓口事業は約 2.63％であるのに対し

て、郵便物流事業における営業利益率は約 0.39％であり、郵便物流事業の収益性の低さが

目立つ。民間業者であるが日本郵便が同じ物流事業で競合するヤマト運輸の営業利益率は

3.24％であり、やはり日本郵便の郵便物流事業の収益性の低さは目立っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5：各事業の市場における位置づけ 

2.2.2経営状況 

国際物流事業を除いた事業である郵便物流事業と金融窓口事業による収益は、営業利益・

営業利益率ともに 2012年度から減少し続けている。これを表したものが下図 6と図 7であ

る。特に郵便物流事業の営業利益はごくわずかであり赤字の年も存在する。また、収益を金

融窓口事業に依存している不安定な経営状況である。加えて、収益の大部分を占める金融窓
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口事業は減益傾向にある。 

2010 年度の郵便物流事業における営業利益と利益率が大幅にマイナスを記録している。

これは日本郵便と民間運送会社の日本通運がお互いの宅配便サービスである「ゆうパック」

と「ペリカン便」を 2010年に統合させたが、その際に両社の運送システムの食い違いなど

大規模な荷物の遅配問題を起こし顧客の数、信用を失ったからであると考えられる。 

 

 図 6：事業別の営業利益推移         図 7：事業別の営業利益率推移   

  （出典：日本郵政株式会社決算資料「2009年度～2015年度」） 

 

金融窓口事業における営業利益の大部分を占める手数料収入の状況は、芳しくない状態

が続いている。これを表したのが下図 8である。民間金融機関との熾烈な競争が原因で、金

融窓口事業における手数料収入は 2014年まで 6年連続で微減した。そのうえ、ゆうちょ銀

行とかんぽ生命保険の両社は日本郵便が両社の株式を売却していくことによって日本郵政

グループから離脱する。そのため両社から今後も安定した手数料が入る保証はなく、金融サ

ービスの複雑化が進む中で、金融窓口事業での大幅な利益増加は難しい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8：金融窓口事業における手数料収入の推移 

（出典：日本郵政株式会社決算資料「2009年度～2015年度」） 

 



14 

 

第３章 問題意識 

 前章まで郵便そのものと日本郵便の概要、そして日本郵便を取り巻く状況について述べ

てきた。それらを受け郵便物流市場全体の動向に話を移す前に、今一度これまでの話を整理

し、日本郵便が抱える解決すべき問題を明記して議論の方向性を決定したい。 

 日本郵便はユニバーサルサービスである郵便物流事業の運営を行う義務があり、それは

法律で定められている。しかし日本郵便の郵便物流事業における収益性は競合他社に比べ

低く、利益の大部分を依存する金融窓口事業も含めた営業収益率は 2012年より下がり続け

ている。このまま日本郵便の低収益性が続けば使命であるユニバーサルサービスの維持に

も障害が生じることは大いに考えられる。このような状況は必ず避けなければならないが、

日本郵便に対して政府が出資し支援することは郵政民営化の本来の目的である国の強い関

与から独立することに反し、また政府にとっても貴重な国家予算の一部を費やさなければ

ならずなるべく避けたい状況である。 

 つまり、現状日本郵便の不安定な経営状況は日本郵便が独力で解決すべき問題であり、そ

うすることで経営資源の効率的な運用が促進されるのである。従ってこれより「日本郵便の

不安定な経営状況は、郵便物流事業における低収益性に依拠している」という現状認識から、

「郵便物流事業における低収益性」を問題意識とし、この事業における利潤拡大のための政

策提言を本稿の目的と位置付け、論を進める。 

 

第４章 郵便物流市場の動向 

なぜ日本郵便の収益率は低くなっているのか。その原因を探るためにまず郵便物流市場

の動向や物資の取扱個数の推移を種類別にみて市場動向を把握したい。 

第 1 節 国内通常郵便物市場 

宅配便などを含めず手紙やはがきのことを指す通常郵便物の引受数は、下図を見ると

2002年度の約 263億通から 2015年度には約 180億通となっており、毎年一貫して減少して

いることがわかる。 
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図 9：通常郵便引受数の推移 

（出展：日本郵便株式会社プレスリリース、郵便事業・物流業の現状） 

 

 この主因として、通常郵便物のもつ離れた人への情報伝達能力という側面をインターネ

ットや Eメールに奪われたことが大きいと考える。以下にパソコン、携帯電話・PHSの保

有率の推移を表したグラフを挙げるが、やはり通常郵便物の取扱個数が減り始めた 2001

年、2002年ごろからパソコンや携帯電話の保有率が上昇していることがわかる。 

 

図 10：パソコンと携帯電話の世帯保有率の推移 

(出典：総務省 平成 27・26年版情報通信白書 インターネットの普及状況) 
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 これからの時代ますますインターネットの発達により情報伝達が利便性を増し高速に行

われることを考えれば、通常郵便物の取扱個数が減っていくことは仕方のないことなのだ

ろう。しかし単純に考えて、通常郵便物を全体量が減ることは日本郵便にとって売り上げ

が減ることにつながり悪い状態である。 

第 2 節 国内物流市場の動向 

先に説明したように、物資の分類は郵便と物流の範疇によって二種類に分けられる。前

節では、主要な郵便物である通常郵便物（＝はがきと手紙）の取扱個数が一貫して減少傾

向にあることを述べた。この節では郵便を除いたほかの物流要素の市場動向を把握し、外

部環境の変化について述べたい。 

4.2.1小口貨物事業の位置づけ 

郵便物を除く小口貨物には主にメール便と宅配便の二種類がある。まずはそれぞれの定

義を確認する。 

 メール便とは書籍等（信書除く）の軽量な荷物を荷受人の受取箱、つまりポストまで輸

送するサービスのことであり、配達員が荷受人の受取箱に荷物を投函することで運送は完

了する。日本郵便のゆうメールやヤマト運輸のクロネコ DM便、佐川急便の飛脚便などが

有名である。各社にそれぞれのメール便の定義があるので、ここでは日本郵便の定義を紹

介する。荷物の総重量が 3㎏以内で、縦・横・幅の三辺の長さが合計 1.7メートル以内の

箱に荷物全部が収まればよい。ただし、信書や印刷物を使用していない手書きの紙などは

送ることができない。日本郵便の場合、第一種郵便物と定義される手紙の料金は、250gか

ら 500gまでの重さの場合 400円、500gから 1㎏までは 600円となる一方で、ゆうメール

では同じ重さで 300円と 350円となる。そのため手紙の送信に関しては、通常郵便物を利

用して送るより、ゆうメールを利用したほうが格安である。 

宅配便とは小型の貨物に固有の名称をつけて、積合わせ運送を行う配送サービスで、受

け取りの際は判取り、つまり荷受人がハンコを押すことが必要となる。ハンコを押す人が

いない場合、配達人が再度配達してハンコをもらわなければならない。日本郵便のゆうパ

ック、ヤマト運送の宅急便、佐川急便の飛脚宅配便などが有名である。 

4.2.2メール便市場の動向 

 それではメール便市場の概観についてみていく。2003年度から 2013年度までは取扱個

数は増加し、2014年度と 2015年度になると減少している。また事業者別の取扱個数内訳

をみると、近年日本郵便は毎年一貫して増加しているが、ヤマト運輸や佐川急便などは減

少している。2016年度のシェアも日本郵便が 67.2％を占めており、トップシェアを握っ

ていると言ってよい。 
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図 11：メール便市場における取扱個数とその事業者別内訳 

（出典：国土交通省「宅配便取扱実績関係資料（平成 15年度版～平成 27年度版）」） 

 

2015年度になってヤマト運輸がメール便市場のシェアを減らした理由として、2015年 3

月 31日に既存のクロネコメール便のサービスを廃止したことが挙げられるだろう。郵便

法及び信書便法で規定される信書をメール便で送ったことが明らかになるとその荷物の送

り主は法律に違反したことになり、違反したことが明らかになると送り主は逮捕されてし

まう。ヤマト運輸は自らの顧客がそういったリスクを負うことを防ぐためにクロネコメー

ル便を廃止して、新たにクロネコ DM便や宅急便コンパクト、ネコポスといった代替サー

ビスを始めた。上のグラフは総務省が発表した情報をもとに作成したものであり、ヤマト

運輸のメール便サービスが細分化したことで今まで総務省が定めたメール便の定義に含ま

れないサービスが出てきたことが考えられる。あるいは、ヤマト運輸のメール便が細分化

しその区別の分かりにくさから、利用が簡単なゆうメールを消費者が使い始めた、という

ことも考えられる。 

4.2.3宅配便市場動向 

 宅配便市場は近年拡大傾向にある。2003年度から 2010年度までは宅配便の取扱個数は

ほぼ横ばいになっていたが 2010年度から 2015年度で着実に増加していて、5年間で 1000

万個増えている。一方、日本郵便のシェアはメール便とは打って変わって低く、2015年度

の統計では日本郵便が 13.7％、ヤマト運輸が 46.4％、佐川急便が 32.2％である。とはい

っても日本郵便がシェアを徐々に増やしているのは事実で、2012年から 2015 年までで全

体の 10.8％、11.8％、13.4％、13.7％と推移している。 
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図 12：宅配便市場における取扱個数とその事業者別内訳 

（出典：国土交通省「宅配便取扱実績関係資料（平成 15年度版～平成 27年度版）」） 

 

メール便の取扱個数が増えているのはその安価故に利用者が増えているからであった。で

は宅配便の取扱個数が 2009年度から増えている理由はなんだろうか。理由の一つとし

て、我々は Amazonや楽天などのインターネット通販サイトの利用者が増えたことによ

り、事業者と個人間で荷物の運搬が行われる BtoC-EC市場（BtoC=Business to 

Consumer、EC=Electronic Commerce）が拡大したことを考える。下図を見ると EC市場規

模は 2005年から安定して増加を続けて、2015年度には 2005年度の約 4倍となったことが

わかる。宅配便市場規模の拡大と EC市場規模の拡大の相関も 0.853と強い。通販サイト

を利用した事業者と個人間での荷物の運搬による宅配便の取扱数の増加は、十分に考えら

れる論理である。 

 

図 13：BtoC-EC市場規模     図 14：宅配便取扱個数と BtoC-EC市場規模の相関 

（出典：経済産業省「我が国経済社会の 情報化・サービス化に係る基盤整備 （電子商取
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引に関する市場調査）報告書（平成 14 年度版～平成 27 年度版）、国土交通省「平成２

７年度 宅配便等取扱個数の調査及び集計方法」） 

 

第５章 郵便物流事業における課題と脅威 

第 1 節 宅配便市場における単価減少 

宅配便が拡大している一方で、宅配便単価は減少傾向にあり、たとえ宅配便の取扱個数

が増えたとしても運送会社の収益は増えにくい状態にある。宅配便の単価を公開している

ヤマト運輸の決算資料を参考にすると図のように宅配便の単価は推移している。2014年度

の単価は 595円であり前年に比べて 20円も上昇しているが、これは佐川急便が宅配便の

運賃を値上げし、これを受けて慢性的な低賃金に苦しんできたヤマト運輸のドライバーた

ちが値上げを要求したからである。しかし 2015年度には再び 578円と前年比で 17円も減

額している。ただでさえ宅配便の取扱個数が少ない日本郵便にとって単価の減少は収益に

大きく影響する。 

 

図 15：ヤマト便の宅配便の単価推移 

（出典：ヤマトホールディングス決算説明会資料「2006年度～2015年度」） 

 

宅配便単価の下落の理由としては、BtoC-EC市場の拡大によって宅配便の取扱個数は増

えていること、EC事業者にとっては物資の輸送費が安いほど良いので運送会社の採用基準

としてその会社の単価の安さが第一であること、運送大競合他社が多いために価格競争が

激しく単価を下げるほか以外に BtoC市場でシェアを伸ばす方法がないこと、そのため物

資の荷主（EC事業者）に対する価格交渉力が低下していることがある。 

こうした状況の理由の一つとして先述した Amazonや楽天などの BtoC-EC市場の、宅配
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便市場における規模拡大があるだろう。現在宅配便市場の拡大は EC市場に依存する部分

が増えつつあり、競合他社との配送委託契約を巡る競争は激しくなっている。配送料無料

といった商品を安価で提供しようとする EC事業者に対し運賃を下げ競合他社との差別化

を図ろうとすることで、運輸会社の価格交渉力は低下し、宅配便単価の下落は進んでいっ

ている。 

 

第２節 日本郵便の巨額の営業費用 

 日本郵便の収益構造に注目したい。日本郵便には三つの事業があると前に説明したが、

ここでは国際物流事業については触れない。国際物流事業はオーストリアの運送会社トー

ルによるものでありその経営構造は直接日本郵便が関与するものでないからだ。よって郵

便物流事業と金融窓口事業に注目する。 

 まず郵便物流事業における収益構造をみると人件費で営業利益の 64％を占めていて利ざ

やを圧迫している。競合他社であるヤマト運輸を比較してもその人件費が占める割合の大

きさは分かる。金融窓口業務においても、人件費が利ざやを圧迫している。 

 図 16：郵便物流事業の収益構造推移      図 17：金融窓口事業の収益構造推移 

（出典：日本郵政株式会社「IR資料」） 

 

日本郵便の利ざやを人件費が大きく圧迫している状況はここ 7年間変わっておらず、こ

れは日本郵便が抱える問題だといえる。これは日本郵便が社のミッションとしてユニバー

サルサービスを果たすことが決められているからであると考えられる。人の少ない田舎の

町や孤島など採算が合わないと考えられる地域でも輸配送に不可欠な宅配員を配置する必

要がある。宅配員のほかにも全国で 2万 4000件ある郵便局の維持が必要であり、企業の

ミッションとしてのユニバーサルサービスを守るためには、日本郵便は利ざやを圧迫して

いると分かっていても人件費を削ることはできない。 

 

第３節 宅配便における再配達コストと人件費 
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 日本郵便の人件費がかさむ理由として、ユニバーサルサービスの使命のほかに荷物の再

配達の多さが挙げられる。これは日本郵便だけでなくすべての主要な運送会社が抱える問

題である。 

 宅配便は荷物の受け取り時に荷受人がサインや判取りを行う必要があり、荷受人が不在

の時は荷物の受け渡しができない。そのため配達員は荷受人が居るときに再度配達しなけ

ればならない。この再配達のコストが年々各運送会社にとって大きな負担になっている。

ここで平成 27年 6月 5日に行われた国土交通省主催の第 1回「宅配の再配達の削減に向

けた受取方法の多様化の促進等に関する検討会」の結果を用いて、再配達がどれだけのコ

ストロスを与えているか試算してみたい。 

 配達員が年間 250日勤務で一日 8時間労働であると仮定する。ゆうパックの 2015年度

の取扱個数に再配達の割合と宅配便 1個あたりの平均配達作業時間をかけると、再配達に

より一年にどれだけ勤務時間をロスしているかがわかる。以下の式はこれを表している。 

 勤務時間のロス T 

＝5 億 1302 万個（ゆうパック取扱個数/年）  

×23.5％（再配達の割合＝972747 回（全不在回数/年）÷4136887 個（全貨物数/年））  

×0.22 時間（宅配便 1 個当たりの平均配達作業時間） ＝約 2653 万時間/年 

 また配達員の平均時給を 1000円と仮定すると、先に求めた T の値を用いて再配達による

人件費のロスを求められる。次の式でこれを表す。 

   人件費のロス P 

＝1000×T ＝約 265 億円/年 

 P は郵便物流事業における 2016 年度３月期の人件費の 2.15％に相当している。これらの

ロスを完全になくせば、郵便物流事業における営業利益率は 0.39％から 1.76％まで向上す

ることができる。このように、再配達コストを削減できれば、莫大な人件費を減らすことが

できると結論づけられる。 

 

第６章 戦略立案 

第１節 SWOT 分析 

 以上の現状分析から日本郵便を取り巻く状況と特徴を SWOT 分析すると以下のような表

ができる。SWOT 分析とは外部環境や内部環境を「強み」、「弱み」、「機会」、「脅威」の 4

つのカテゴリーに分類し分析することで、経営資源の最適活用を図る企業分析の手法であ

る。日本郵便の郵便物流事業における SWOT 分析を行うと下表のようになる。 
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表 6：郵便物流事業における SWOT 分析

 

 

日本郵便は全国くまなく 2 万 4千の郵便局をもち、包括的なネットワークを展開してい

る。手紙やはがきなどの通常郵便物の取扱個数も減ってはいるもののいまだに年賀状を送

りあう人たちは多く、ほとんどの人が郵便局を認知している。また本章第二節で説明した

ように日本郵便はメール便市場において高いシェアを握っている。これらは日本郵便の内

的要因による強みだと言える。 

しかし同時にユニバーサルサービスの実現のために全国にたくさんの郵便局を保有して

いるがゆえ、民間の競合他社よりも維持費や人件費を多く費やさなければならずコストロ

スが大きい。また再配達コストも前節で述べたように低収益の大きな要因となっている。

加えて国際物流事業も、2000 年に台湾での物流事業を開始したヤマト運輸に比べて日本郵

便は遅れている。これらが内的要因による弱みだと言えよう。 

外的要因による成長機会と脅威についてはそれぞれ二つ挙げられる。まず成長機会につ

いては本章第二節で説明したように EC 市場の拡大による配送委託業務の増加し、それに

より宅配便・メール便の市場が拡大しつつあること、そしてアジアの発達途上国の経済成

長によりアジア圏の物流市場が拡大しつつあることである。脅威は通常郵便物の取扱個数

が減少していること、EC 市場の拡大により宅配便単価は下がっていることである。 

 

第２節 戦略オプションの醸成 

 以上の SWOT 分析から実現可能性の高い戦略を考える。全国の郵便局による配送ネット

ワークとその高い認知度は元々国営であった日本郵便だけがもつ強みであり、競合他社に

はないものである。また弱点である莫大な営業費用と再配達コストは、減らすことができ

れば直接収益増加につながりうる。一方メール便市場における高いシェアを持っているこ
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とは、メール便の単価が低く通常郵便物からの利用者が増えていくかぎりは収益性が上が

りにくく、有効な戦略に繋がりにくい。同様に、上に挙げた以外の強みは競合他社にとっ

ても同じように強みとなり、ユニバーサルサービスの維持による固定費や通常郵便物の需

要減少などの弱みについては日本郵便が改善できる問題ではないため、有効な戦略は導き

だせない。          

そこで我々は、強みである「全国の郵便局による配送ネットワークと郵便局の高い認知

度」から「郵便局ネットワークを活かした新サービスの導入」、弱みである「莫大な営業

費用と再配達コスト」から「ポイントサービス導入による再配達コストの削減」という二

つの戦略を考え、これらを政策として提言する。 

 これら二つの戦略は、下の SWOT 分析をもと我々が作成した戦略オプションのⅠとⅣに

合致しており、その有効性がうかがえる。 

 

 

図 18：SWOT 分析と戦略オプション 

 

第７章 政策提言 

第１節 ふるさと納税の利活用による需要創出 

7.1.1 ふるさと納税とは 

 ふるさと納税を利用した新サービスとは何か。この新サービスを説明する前に、まずはふ
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るさと納税のことについて簡単に説明していきたい。 

 ふるさと納税制度は都道府県・市区町村への寄付のことである。2008 年に第一次安倍政

権のときに創設され、地方間格差や過疎などによる税収の減収に悩む自治体に対し価格差

是正を促進することを目的としている。寄付する地域は自分で選ぶことができ、同時に複数

の地域に寄付することができる。また、寄付する際に自治体から幾つかの税金の使い道を提

示されどれかを自分で選ぶことが可能である。地域と使い道を選び寄付すると、その地域か

ら返礼品と寄付したことを証明する寄付金証明書が送られる。寄付金証明書をもって税務

署に確定申告をすると、寄付した金額の 2,000 円を超える部分については所得税・個人住民

税から全額が還付・控除される。つまり、ふるさと納税を利用する人にとってメリットは 3

つあり、まず一つに好きな返礼品がもらえること、二つ目に払った金額の大部分が税金から

控除・還付されること、三つ目に寄付する地域を選ぶことができること、である。2015 年

度の税制改正によりさらにふるさと納税は利用者にとって魅力的になった。まず、自己負担

額の 2,000 円を除いた全額が控除される金額の最大値（「ふるさと納税枠」と呼ばれる）が

約二倍に拡充され、控除・還付される金額の最大額が増えた。次に確定申告が不要な給与所

得者等に限定して、5団体以内にふるさと納税を行った場合確定申告を行わなくてもふるさ

と納税の寄付金控除を受けられる仕組み「ふるさと納税ワンストップ特例制度」が創設され

た。これにより確定申告のために税務署に行く、あるいは必要な書類を郵送する必要がなく

なり、確定申告を不要な人にとってはふるさと納税の利用が簡便になった。 

7.1.2 政策概要 

 ふるさと納税は寄付者が好きな自治体を選び寄付し、それに応じて自治体が返礼品を寄

付者へ送ることであると述べた。そこで日本郵便が個々の地方自治体と提携し、返礼品の開

発から物販・配達までを一貫して受託するのはどうか。これが、我々が考えるふるさと納税

を利活用した新サービスである。 

 地方の自治体と密接に提携することで日本郵便の企業ミッションである“地域住民の利便

性向上”に沿いつつも、その物流ネットワークと高い認知度を活かすことができる。これら

二つは前章で強みとして述べた部分だ。また各地域の郵便局は、その信用度の高さから、地

方自治体の提供する公共サービスに対して古くから業務委託契約を結んでいる。地域の自

治体との強固な信頼関係を活かせれば、民間宅配業者と差別化もでき、今後ふるさと納税の

受入件数が増えれば宅配便の利用による収入も増加する。 

 現在日本郵便は地方の特産品を紹介・販売するネットショッピングサイト「ふるさと小包」

を展開していて、通常の通販サイトで購入するよりも安価で販売され荷物はゆうパックで

送られる。我々が考える新サービスは、この「ふるさと小包」で活かされている日本郵便が

もつ全国ネットワーク、配送システムや地域との信頼関係を同様に活かすだけでなく商品

のプロデュースまで一括して請け負うことでさらに安く販売でき、ふるさと小包という話

題性のあるサービスを利用することでさらなる顧客増が見込まれる。 
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7.1.3 試算と実現可能性 

 まず、ふるさと納税の受入件数は近年大幅に増えている。下の図を見てほしい。2015 年

度の税制改正によってふるさと納税の受入件数と宅配便に占める割合は2016年度に大幅に

増えている。このようにふるさと納税の受入件数が増え続ければ、日本郵便がふるさと納税

関連の宅配サービスにおけるシェアを拡大することで将来的な利益増加に拍車をかけられ

る。 

 

図 19：ふるさと納税受入件数と宅配便の中で占める割合の推移 

(出典：総務省 ふるさと納税に関する現況調査結果) 

 

試算するにあたって日本郵便の現在のふるさと納税関連サービスの売り上げ個数を現在

の宅配便全体の取扱個数のシェアと同じ 10％とする。仮に 2015 年度に現在の状態からシ

ェアを 30％に増加させたとしたら、日本郵便の営業利益がどれだけ増加するか求める。 

 シェアが 10％から 30％に増えた場合の営業売り上げは、（2015 年度のふるさと納税取

扱個数）×（30％/10％）×（宅配便単価）で求めることができる。それに現在の郵便物

流事業における営業利益率（＝0.39％）をかけると、最終的にシェアが 10％から 30％に

増えた場合の郵便物流事業における営業利益が求められる。これはふるさと納税の取扱個

数が増えただけでは、原理的には宅配便一つあたりの営業利益は変わらないためである。 

 以上の計算を経て、次の結果が求められる。ふるさと納税関連サービスの売り上げシェ

アを 10％から 30％に増やした場合、郵便物流事業における営業利益は 75億円から 88億

円となり、この増加率は 17％である。 
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第２節 ポイントサービス導入による再配達コスト削減 

7.2.1 政策概要 

続いて、人件費の削減のための再配達コスト削減の手段としてポイントサービス導入を

提案する。配達員が荷物を届けた時荷受人が在宅していて判取りが可能であれば、荷物の受

け渡しは一回ですみ再配達は生じない。そういった場合荷受人に今後の買い物で利用でき

るようなポイントを付与し、一回の配達で受け渡しが済むようにするインセンティブを与

える。ポイントを具体的にどのような方法でどのように与えるのかという話は、ポイントサ

ービスについて更なる調査が必要になり論の本筋から外れるのでここでは触れない。 

7.2.2 試算 

ポイントサービスの導入によって得られる利益の増減額は、ポイントサービス導入で削減

できた再配達コストからポイント還元により支払わなければならないコストを引いた額に

なる。利益が最大になるようなポイント還元額を算定し、その金額を試算する。 

 まず試算するにあたって、還元額の候補を絞りたい。国土交通省が 2014年に実施した「宅

配の再配達削減に向けた受け取り方法の多様化の促進に関する検討会議」で作成された報

告書から、再配達により荷物を受け取った人を対象とした「何円相当以上のポイントであれ

ば一回で受け取ろうと思いますか？」という内容のアンケートを引用する。 

 

 

図 20：再配達により荷物を受け取った人を対象としたポイント還元額に関するアンケート

調査の結果（出典：国土交通省 宅配の再配達削減に向けた受け取り方法の多様化の促進

に関する検討会議） 
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このアンケートより一回で受けとる努力をするのはポイント還元額が 100 円のときであ

ると分かり、そのあとに 10 円、50円と並んでいることも分かった。よってこの試算はポイ

ント還元額が 10円、50 円、100 円のときで行い、三つの候補のなかで利益が最大になる還

元額を求め、このときに最大化した利益の金額を求めることにする。また試算を可能にする

ため新たなデータを用いる。先ほど用いた国土交通省実施の検討会議の報告書から宅配便

の平均配達率は 23.5％であるとし、宅配便の単価は日本郵便が値を公表していないためヤ

マト運輸の 2015 年度の 578 円として試算を行う。 

ポイントサービス導入により生じる営業利益は、ポイントサービス導入により削減でき

る再配達コストからポイントサービス導入により支払わなければならないコストを引いた

ものである。よってポイントサービス導入により削減できる再配達コスト（A とする）とポ

イントサービス導入により支払わなければならないコスト（B とする）を求めたい。 

 ではまず A を求める。A は現在の再配達コスト（C0 とする）から、還元額が α であると

きのポイントサービスを導入したあとの再配達コスト（Cα とする）を引いた金額である。

つまり下の式のようになる。 

    A＝C0 － Cα        ………（１） 

𝐶0は現在の再配達コストなので、2015 年度での宅配便の再配達率が 23.5％であることを用

いれば求めることができる。よってこれよりポイント還元額がαの場合の再配達コストの

合計額𝐶𝛼を求める計算を行う。Cα は宅配便一個あたりの再配達コストにポイント還元額が

α のときの取扱個数をかければ求めることができる。 

 まず、再配達により荷物を受け取った人のうちポイント還元額がαの場合には「一回で受

け取る」と答えた人の割合を Yαとする（Yαは先に述べた検討会議の報告書から得たデータ

をもとにすれば求めることができる）。ポイント還元額がαであるとき Yαパーセントの人々

は一回の配達で荷物を受け取るようになるので、再配達で荷物を受け取る人は全体の 100－

Yαパーセントに減る。よってポイント還元額がαの場合の再配達率（Xαとする）は次の式

で表される。 

    Xα＝23.5% × 
100−𝐘𝛂

100
      ………（２） 

 続いて宅配便一個あたりの配達コスト（これを P とする）を求める。宅配便の単価は営業

費用に営業利益を足し合わせた営業収益であるので、単価のうち配達コストの占める割合

をかけても正確な値は求められない。また宅配便一つあたりの営業費用に占める配達コス

トは、正確な数値を日本郵便が公開していないためここでは 60％として計算する。以上よ

り、宅配便一個あたりの配達コストは宅配便一つあたりの営業費用に再配達コストの占め

る割合をかけることによって求められる。以上を式にすると下のようになる。 

 P＝578 円 × 
郵便物流事業における営業費用

郵便物流事業における営業収益
 × （配達コストの占める割合）……（３） 

 したがって、ポイント還元額がαの場合の再配達コストの合計額 Cα はゆうパックの取
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扱個数 Q（＝5 億 1302 万個）を用いて以下のように求められる。 

        Cα= P × (Q × 
𝐗𝛂

100＋𝐗𝛂

)     ………（４） 

 Cα が求められたことによって、（１）式よりポイントサービス導入により削減できる再配

達コスト A が求められる。続いてポイントサービス導入により支払わなければならないコ

スト B を求める。ポイントサービス導入後に、再配達が発生しない宅配便の配達回数は、

現在に比べて（100－Xα）％だけ減る。還元額αは再配達が発生しなかった場合にのみ荷受

人に付与するため、B の値は次の式で求まる。 

    B= α ×（Q × 
100−𝐗𝛂

100
）  ………（５） 

 

 以上の計算を経ることによってポイントサービス導入による利益が試算できる。Αに10、

50、100 を代入することによって次の表を得る。 

 

 

表 7：α＝100、50、10 を代入したときの営業利益の増減額 

 

 表７よりポイントサービス導入後の営業利益率（％）は、α=10 円のとき 0.473％で最大

値になる。単価が 578 円でポイント還元額が 10 円であるとき、その還元率は 1.73％であ

る。このとき郵便物流事業における営業利益は現在の 75 億円から 91 億円に増加し、増加

率は 22％である。営業利益率は 0.39％から 0.47％に改善され 
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第８章 結論 

 本論文では日本郵便株式会社の収益性の低さが、会社の業務上のみならず「郵便事業に

おけるユニバーサルサービスの維持」という観点からも問題であるとし、最終的にこれに

対する解決策を二つ提言した。二つはどれも実現可能性は十分にあるものだがそれによる

業績改善は微小なものであり、革新的な収益性向上には更なる研究と新たな政策が必要で

あると言わざるをえない。 

 マクロ経済学的な視点では、通常郵便物や宅配便などの単価が、市場において供給曲線

と需要曲線の均衡する市場価格よりも低い価格に設定されており、これが日本郵便株式会

社の低収益性の一要因であると言える。これは、「各企業は、市場における利潤拡大を最

大の目標とする」という経済学の基本的な前提が破綻しうることを意味しており、公共経

済学的な問題提起にも接続する重要な論点である。現在設定されている価格からどう市場

価格に近付けるかがこの場合の政策提言であると言えるだろう。今回の政策提言は新サー

ビスの導入とその効果の実証に終始し、経済学的な分析によるアプローチが出来なかった

ことが反省の一つだと言える。今後更なる研究を進めていくうえで有効な分析手法を取得

できればこの問題の解決に役立てたい。 

 また、本稿第一章、第二章で述べた郵便と日本郵便についての様々な前提知識の説明

が、問題意識から政策提言へと繋がる一つの論として、読者にとって読みやすいものであ

ったか些かの不安が残る。それでも、日本郵便の現状とそれが抱える問題について、読者

の理解が少しでも深まれば幸いである。 
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